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1. 平成23年３月期第１四半期の業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日）

 (1) 経営成績(累計)

(％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年３月期第１四半期 502 11.1 △108 ― △106 ― △107 ―

22年３月期第１四半期 451 △64.8 △161 ― △158 ― △95 ―

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

23年３月期第１四半期 △13 82 ―

22年３月期第１四半期 △12 24 ―

 (2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期第１四半期 3,846 1,304 33.9 167 74

22年３月期 3,860 1,429 37.0 183 91

(参考) 自己資本 23年３月期第１四半期 1,304百万円 22年３月期 1,429百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年３月期 ― ― ― ― ―

23年３月期 ―

23年３月期(予想) 0 00 ― ― ―

3. 平成23年３月期の業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 1,700 82.4 0 ― 0 ― 0 ― 0 00

通期 3,800 39.9 55 ― 54 ― 49 ― 6 30

KEIRI
新規スタンプ



 

 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

 
  

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決

算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりませ

ん。 

  

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合

理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性

があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半

期決算短信【添付資料】Ｐ．２「(３)業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

２．当期の株式配当につきましては、受注状況が今しばらく低迷する見通しであることから、遺憾なが

ら中間配当は見送りとさせていただき、期末配当につきましては、その後の業績動向に鑑み判断したいと

存じますので、現時点では未定とさせていただき、配当予想の開示が可能となった時点で速やかに開示い

たします。 

  

4. その他（詳細は、【添付資料】Ｐ.３「２．その他の情報」をご覧ください。）

(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有

     （注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無

     (注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係

     る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年３月期１Ｑ 7,843,000株 22年３月期 7,843,000株

② 期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 69,117株 22年３月期 68,100株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 7,774,024株 22年３月期１Ｑ 7,780,065株



  

1. 当四半期の業績等に関する定性的情報 ……………………………………………… ２ 

(1) 経営成績に関する定性的情報 ……………………………………………………… ２ 

(2) 財政状態に関する定性的情報 ……………………………………………………… ２ 

(3) 業績予想に関する定性的情報 ……………………………………………………… ２ 

2. その他の情報 …………………………………………………………………………… ３ 

(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 ……………………………………… ３ 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 ……………………………… ３ 

3. 四半期財務諸表 ………………………………………………………………………… ４ 

(1) 四半期貸借対照表 …………………………………………………………………… ４ 

(2) 四半期損益計算書 …………………………………………………………………… ５ 

【第１四半期累計期間】 ……………………………………………………………… ５ 

(3) 四半期キャッシュ・フロー計算書 ………………………………………………… ６ 

(4) 継続企業の前提に関する注記 ……………………………………………………… ７ 

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 ……………………………… ７ 

4. 補足情報 ………………………………………………………………………………… ８ 

(1) 生産実績 ……………………………………………………………………………… ８ 

(2) 受注実績 ……………………………………………………………………………… ８ 

(3) 販売実績 ……………………………………………………………………………… ８ 

  

  

 

【添付資料】 

  

                                    ○添付資料の目次

㈱中央製作所(6846)　平成23年度３月期　第１四半期決算短信〔日本基準〕（非連結）

1



当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策や新興国の底堅い需要等により、

一部に景気の持ち直しが見られるものの自律性に乏しく、欧州発の金融不安の顕在化等による世界的な

金融危機の更なる連鎖や、デフレの進行、円高傾向の定着、雇用の過剰感も解消されていないなど、未

だ先行きの不透明感を払拭できない状況にあり、設備投資は引き続き低水準で推移いたしております。

 このような情勢を踏まえて、当社は、国内市場の需要の掘り起こしと着実な受注、並びに海外案件に

対する受注活動の積極的展開を図る一方で、全社に亘る経費削減活動などの業績改善対策を継続して推

進してまいりました。 

 その結果、当第１四半期累計期間の受注総額は665百万円（前年同期比22.1％増）、売上総額は502百

万円（前年同期比11.1％増）と復調の兆しが見えてまいりましたが、収益面につきましては、利益が確

保できる売上水準にまでは至っておらず、営業損失108百万円、経常損失106百万円、四半期純損失107

百万円の計上となりました。 

  

(資産) 

 流動資産は、前事業年度末に比べ0.6％増加し3,062百万円となりました。これは、現金及び預金が

176百万円、仕掛品が182百万円増加し、受取手形及び売掛金が349百万円減少したことなどによりま

す。 

 固定資産は、前事業年度末に比べ4.1％減少し783百万円となりました。これは、投資その他の資産が

19百万円、有形固定資産が９百万円、無形固定資産が４百万円減少したことなどによります。 

 この結果、総資産は、前事業年度末に比べ0.4％減少し3,846百万円となりました。 

  

(負債) 

 流動負債は、前事業年度末に比べて6.7％増加し1,814百万円となりました。これは、流動負債のその

他が135百万円増加し、短期借入金が４百万円、支払手形及び買掛金が15百万円それぞれ減少したこと

などによります。 

固定負債は、前事業年度末に比べて0.4％減少し727百万円となりました。これは、退職給付引当金が

６百万円増加し、固定負債のその他が６百万円、役員退職慰労引当金が２百万円それぞれ減少したこと

などによります。 

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて4.6％増加し2,542百万円となりました。 

  

(純資産) 

 純資産合計は、前事業年度末に比べ8.8％減少し1,304百万円となりました。これは、利益剰余金が

107百万円減少したことなどによります。 

  

足もとの景気は国内外とも緩やかながら回復の動きが見られるものの、設備投資や個人消費等に裏打

ちされた本格回復には至っておらず、デフレの進行や円高基調、失業率の高止まり、欧州発の金融不安

等により、先行きは依然として不透明感が強い中で推移するものと思われます。 

 当社の主要顧客先においても、雇用や設備の過剰感は依然として強く、設備投資の減少傾向が今しば

らく続くものと思われますが、当第１四半期累計期間における業績につきましては、当初想定しました

範囲内であるため、平成22年5月14日に公表いたしました業績予想に変更はございません。 

 なお、記載の業績予想数値につきましては、本資料の発表日現在において当社が入手可能な情報及び

合理的であると判断する一定の前提に基づき作成したものであり、多分に不確定な要素を含んでおりま

す。実際の業績は、今後様々な要因により業績予想とは異なる可能性があります。実際の業績に与え得

る重要な要因には、当社の事業を取り巻く経済環境、市場動向等が考えられます。 

1. 当四半期の業績等に関する定性的情報

(1) 経営成績に関する定性的情報

(2) 財政状態に関する定性的情報

(3) 業績予想に関する定性的情報
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①たな卸資産の評価方法 

当第1四半期会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前事業年度末の実地

たな卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。 

また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価

額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

  

②固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。 

  

③法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定す

る方法によっております。 

  

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当第１四半期会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20

年３月31日）を適用しております。 

なお、これによる四半期財務諸表に与える影響はありません。 

  

  

  

2. その他の情報

(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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3. 四半期財務諸表

(1) 四半期貸借対照表

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,238,247 1,062,085

受取手形及び売掛金 1,085,036 1,434,437

商品及び製品 42,750 48,983

仕掛品 502,125 319,264

原材料及び貯蔵品 62,046 52,362

その他 133,049 127,395

貸倒引当金 △400 △400

流動資産合計 3,062,856 3,044,129

固定資産

有形固定資産 343,348 352,553

無形固定資産 32,139 36,327

投資その他の資産 408,005 427,836

貸倒引当金 △127 △127

固定資産合計 783,366 816,589

資産合計 3,846,222 3,860,718

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 618,368 633,660

短期借入金 850,036 855,034

未払法人税等 1,864 2,641

その他 344,253 208,627

流動負債合計 1,814,523 1,699,963

固定負債

退職給付引当金 519,468 513,132

役員退職慰労引当金 200,338 203,100

その他 7,880 14,671

固定負債合計 727,687 730,904

負債合計 2,542,211 2,430,867

純資産の部

株主資本

資本金 503,000 503,000

資本剰余金 225,585 225,590

利益剰余金 549,342 656,839

自己株式 △10,977 △10,940

株主資本合計 1,266,950 1,374,489

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 37,060 55,361

評価・換算差額等合計 37,060 55,361

純資産合計 1,304,010 1,429,851

負債純資産合計 3,846,222 3,860,718
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(2) 四半期損益計算書

【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

売上高 451,854 502,217

売上原価 401,429 404,135

売上総利益 50,425 98,081

販売費及び一般管理費 212,326 206,493

営業損失（△） △161,900 △108,412

営業外収益

受取利息 9 19

受取配当金 2,304 1,722

受取保険金 3,540 －

保険配当金 － 4,754

雑収入 759 917

営業外収益合計 6,613 7,414

営業外費用

支払利息 3,171 2,818

雑損失 338 2,957

営業外費用合計 3,510 5,775

経常損失（△） △158,797 △106,773

特別利益

固定資産売却益 64,262 －

特別利益合計 64,262 －

税引前四半期純損失（△） △94,534 △106,773

法人税、住民税及び事業税 699 663

法人税等合計 699 663

四半期純損失（△） △95,234 △107,437
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(3) 四半期キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △94,534 △106,773

減価償却費 16,044 13,393

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11,293 6,336

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,300 △2,761

受取利息及び受取配当金 △2,313 △1,742

支払利息 3,171 2,818

有形固定資産売却損益（△は益） △64,262 －

売上債権の増減額（△は増加） 909,804 430,140

たな卸資産の増減額（△は増加） △33,020 △186,312

仕入債務の増減額（△は減少） △634,503 △60,732

未払費用の増減額（△は減少） 51,221 50,790

その他 △40,338 42,163

小計 126,861 187,320

利息及び配当金の受取額 2,313 1,742

利息の支払額 △3,095 △2,803

法人税等の支払額 △22,578 △3,722

営業活動によるキャッシュ・フロー 103,501 182,537

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △200,000 △100,000

定期預金の払戻による収入 － 100,000

投資有価証券の取得による支出 △168 △137

有形固定資産の取得による支出 △2,310 －

有形固定資産の売却による収入 67,240 －

その他 △1,715 △496

投資活動によるキャッシュ・フロー △136,953 △634

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △14,997 △4,998

自己株式の売却による収入 － 52

自己株式の取得による支出 △194 △155

配当金の支払額 △31,417 △640

財務活動によるキャッシュ・フロー △46,609 △5,740

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △80,060 176,161

現金及び現金同等物の期首残高 1,339,520 1,012,085

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,259,460 1,188,247
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当第１四半期累計期間（自平成22年４月１日～至平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期累計期間（自平成22年４月１日～至平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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(1)生産実績 

当第１四半期累計期間における生産実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １  金額は、販売価格によっております。 

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2)受注実績 

当第１四半期累計期間における受注実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。  
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3)販売実績 

当第１四半期累計期間における販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。  
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

4. 補足情報

 生産、受注及び販売の状況

セグメント別 生産高(千円) 前年同期比(％)

電源機器 254,760 ―

表面処理装置 199,185 ―

電気溶接機 126,128 ―

環境機器 87,030 ―

その他 73,360 ―

合計 740,466 ―

セグメント別 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

電源機器 251,468 ― 265,669 ―

表面処理装置 130,474 ― 487,546 ―

電気溶接機 133,501 ― 118,354 ―

環境機器 69,129 ― 31,021 ―

その他 80,803 ― 126,616 ―

合計 665,377 ― 1,029,207 ―

セグメント別 販売高(千円) 前年同期比(％)

電源機器 190,564 ―

表面処理装置 117,687  ―

電気溶接機 104,508 ―

環境機器 45,312 ―

その他 44,144 ―

合計 502,217 ―
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